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注（1 ) 木稿は，■三丨丨丨学会雑訪，第 62卷第2 号の拙稿「ヴィクセルの财政理論について〔I'〕」の続き.である。

(2 )  Equityを 「公平j, Justiceを 「公正j というふうに以後も訳し分けてみたが，それらの通いについては, 
私にはよくわからない4

( 3 ) 著作丨1録*(12) 参照。ヴィクセルは著作tl録(114)においても，次のように強調している。(•私は，課税とい 

. う概念それ丨"体が，すべての所得がみな同じように正当化されるというこどを前提としている，と思うa」と。

* ヴィクセルの著作丨3録は, 拙稿 rヴィク七ルの财政现論について〔I 〕」の末甩に揭敕。

. . ( 4 )  die sozialpolitische Gesichtspunkt der Besteuerung • ‘
■ . .

— AM1024) —

(i)

ヴ ィ ク セ ル の 財 政 理 論 に つ い て CH]

〔ヴィクセルの財政理論について〕 •
n 課税における公平ないし公]Hの原則について 

1 J 税における「公平」も達成するためfcヴィクセ 

ルが提案した力法 

〔参 な 义 敝 I〕

〔ヴ ィ ク セ ル の 財 政 理 論 に つ い て 〕

⑵.
I I 課税における公平ないし公正の原則について

1 課 税 に お け る 「公平,を達成するためにヴィ 

クセルが提案した方法 

「公 .丨丨_:な」 課税体系のための， すなわち租税負担を 

公平に分把するためめ，理論的原則をつきとめようと 

するヴィクセルの試みは，限界効用现論の発屁に役立 

った。彼は， 主として課税における利益原:則 （租税利 

益ぶ）を从盤にして， 限界効州理論の適州範囲を財政 

めすべての分野にまで拡大しようとしたのである。彼 

がやろうとしていたことを知るにほ，次の対j七を心に

ぬ
平 i : いった i K 要な間題を，考えたのではなかった。こ 

の間題を扱うには，我々は，課税にとっての公平とV 、 

うことに閲してのみならず，财產所有権や富の分配ど 

いった /」:众的関係にとっての公平ということにm し

飯 野 靖 四

て，あまねく受け容れられる規準を設定することがで 

きなければならなV、。哲学の歴史には，これをやろう 

とした独創的で勇ましい試みが数多ぐあったことが記 

録されている。しかし，それらの•うちの1 つ と して， 

冬の皮否を判断するのに最も適している人々すなわち 

哲学老達丨丨丨身の問で，あまねく受け容れられたものは 

ないのである。これに対してヴイクセルぼ，そのよう 

な一般的な問題のとりあげ方をしないで，次のような 

より狭い問題，すなわち社会の構成員が現存の所得や

富の分配を殆んを焱ナ為-1•会七產金丄士 i检壺七奈
るような社会において，課税における公平の規準は何

かという問題，に間題をしぼってとり.組んだのである。

これには2 つの理山がある。 1 つは歴史的な理⑴で

あり， もう1 つは分析上の理山である。 19世紀も終

りに近い頃，J. S . ミルやァ.ドルフ • ヮ.ダナーといっ

た影響力の弹い財政学者は，租税を，单に収みをあげ

るという的のためばかりでなく，社会改本とV うも

っと広いr：i的のために一一特に， もっと平等な所得分

配を達成するために一 ^使州すべきであると主張して
( 4 )

いた。 これが通前， 「課税の社会政策的観点j といわ 

れているものである。この点についてヴイク七ルの主 

張は，次のように迆的できるであろう。すなわち，も 

し課税拖が，成る種の富の没収とか著しく累進的な利 

潤税率とか資本課税とかという形で,所得を平等化す 

るために使州されたとずるならば，それは，富の分配
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ヴィクセルめ財政理論に•つ い て 〔n 〕

が政治拖力を握っている人々によって不公平であると 

判断きれたとい5 ことを示すものである。市段のいろ 

いろ.なグル一プの丨M1で財產関係が裝しく.弈化している 

場合には，課税{こおける公平という問題を考えても実 

益がなV、であろう。 しかしこうした財産関係が変化し 

終ハた場合には/ 変化した財産..所得関係はおそらく 

社会的同意を得るであろう》その後は，没収というよ 

うな形で課税権を衿使するような機会はないであろう 

しまた十るべきセ、はない。

しかし，富の分配が社会の構成員によって殆んど一 

钕して是認されていなければならないというこの条件 

は，同時に少なぐとも暗黙のうちに,次のようなもう 

1 つの条件を必翦としている。すなわち,社会のすべ 

ての構成負の意志が歳入や歳出の問題を決定;^る国 

全く *州議会•地方議会において曳く反映されていると 

いう条件である。1890丨年代は，決し't：とのような(条 

件をみたした）状態でばなかった。 当時はス々エーデ 

ンでは，選举権は，婦人速に対してのみならず，大部 

分め都市労働者• 小作人 • 農業労働者.選举拖に関し 

て設けられた财產资格に合致しない人々，に対しても 

また，与えられていなかった。

ヴィクセルは，選挙権に関する財座:制限を撤廃し， 

一定年齢以上の社会のメンバー全員に選举拖を与える 

べきである'と主張した'。■_しか’し彼の意見では，哿通選 

举権を与えるだけでは意見が「良く」反映されるとと 

の保証には余りならなかった。意見が设く反映される 

ためには，ほぼ同一の投票人ロをもつ選挙区において， 

準純多数決に基づいた選举制度ではなくて，比例代表

制に兹づいた適举制度を採用することが必瘐であっ 

すこ。 ヴィクセルは, 課税における任意性という彼の原 

則が最も有効に也かされる制度は，理想的には比例代

表制であると考先ていた。

さて，市R の利益集団の意志がすべて立法府におい 

て十分に反映されるならば，また彼らな1、し彼らの代 

表が现実の所得ないし當の分®を满足すべきものであ 

ると判断するならば* すなわち彼らが現実の所得.ない 

し富の分配に満足し，財政描:力を使ってm驳な筒所で 

分.配を変化させた.いという気にな：らないならば， 「公 

平な」課税体系を#‘え出す蕋礎はできあがったも问然 

であるd とはいっても，一体，そのような課-税体系は . 

ど9 ような規準に® づいてつくられるべきであろうか。

財政学の文献には，全く対立したようにみ各る2 つ 

の課税原則が載せられている。 1 つ は 「相 対 均 等  

犠牲」の被準で、もり，もう 1 つ は 「利益」の規準であ 

を。租税による犠独の r 相対的均等性」ないし相対的 

r 祖税能力」 は， 正確には測ることがゼきないので* 

個人の場合匕は所得で測るのがー骄曳い.であろう。：個 . 

人所得が塯えるに従って，その限界効用は逋減するの 

で，「均等犠牲」の规準は，「支払能力」や 「相対的均 

# , 犠独の最も设い尺度である純所得に，果進税を課 

することを正当化する原則である。

ヴィクセルは，こうした主張iこ興存はなかったし， 

ま た 「支払能力原則」が，こ矩額の-税炱担を分担す

各ぐ-会奎ふ歳liij七とぃぅ
ことを認めていた. しかし彼は，ザックスやマッォラ 

の箸を強調することによって，自分の体系の跑礎を

注（5) effectively
(6 ) 著作目録.（I2) 参照。 ヴィクセルはの文献においても，これらの点を強調している。彼は箸作丨;丨録.（9〉の 

最後の章.で，スゥ.土一デンにおいて..より公平な課税制度を実現する.ためには，選傘権を资働者にまで姑’及尸る 

ととがぜひとも必喪な条件である， と述べている。また別のパンフレット（著作 13録 （17) )の中で，彼は，揞 

通選挙権と比例代表制とに賛意を表しているが，同時に，比例代表制はそれ由体，一般的な政治問題の場合に

..は，全りIS-要ではないかもしれないと述ぺてい急。 しかし比例代表制は，..議舍において少数派に事炎上叫I咏  

権'を与えるヴィクセルの粗税体系のもとでは, 臾際には非常に前喪なものになつているのでもる… 、

( 7 ) こ の 「相 対 的 _ 等 揺 牠 」 の 規 準 と か 「利 益 」 の 規 职 と か と い う 課 税 原 則 の 名 称 は ， ヴ ィ ク セ ル か 使 つ て い そ  

名 称 で ば か い 。 彼 の 用 語 法 に 従 う な ら ば ， 前 者 は 「das Prinzip d e r  G le ic h l丨e i t  c d e r  V e r h i i U n i s m ^ s i g k e i t  d e r  

g e b r a c h te n  O p f e r  ( さ さ げ ら れ た 犠 牲 の 均 等 性 な い し 比 例 性 の 原 則 ) 」 な い し 「B e s t e u m m g 脈 h  d e r  L 邮 如 响 -  

f a h i g k e i t  o d e r  T r a g v e r m o g e r l  e in e s  je d e n  ( 名 • 個 々 人 の 支 払 能 力 な い し 挺 税 能 力 に 応 じ ん よ 祝 ) J 〔あ り .， .後 名 .. 
.は . r d a s  P r i n z i p  d e r  G le ic h h e i t  o d e r  Y e r h a l t n i s m a s s ig k e i t  z w is c h e n  L e ls t u n g  u n d  G e g e n le is t u n g  ( 給 f j . と 汉  

対 給 付 め 問 の 均 等 性 な い し 比 例 性 の 原 則 ）」 な い し .「B e s te u e r u n g  n a c l i  d e m  In t e r e s s e  ( 利 益 に 応 じ た ，部 税 ) 」

、である。. :.
(8 )  Emil Sax, GfuHdlcgxtng dev thco^etischeii StuutswiTtscJKtft, 1883 

Ugo Mazizola, I dati m m iifid  delta finanza pnbblic(it 1890
( 9 ) ヴィクセルは署作I;丨録(12)において，次のように述べている。 rしかしながら，ば ミ一ル •ザツグスや，彼

—— 45(1025) -



ヴイグセルの 財 政 现 論 に つ い て 〔m

T̂ _y益j 原則におくことを決心したのである。

ところで能力原則についていうならば，それは，姐 

接的には，公共交出の総額をどれぐらいにするかを決 

めることはできないし，またこの総额をどのような割 

合で政府のいろいろな機能やサ“ヴィスに分配するか 

を決めることもできない。 しかし， こうした支出総領 

や分配の割合を決めることができる明瞭な規舉がない 

ならば，政府サーヴィスならびに公共支出は，無制限 

忆ますます拡大してゆくであろう，という危険性が存 

在する，もし，.公共支出の增大に伴って租税负担が梢 

大し，. それが厳密に「犠牲の相対的均等性j に従って 

分in されるならば，極端な場合には，課税後み所得が 

完全に均等化されるかもしれない。 しかしこれは個人 

の企業心や経済的ィジセンティブにとつて，损害の大 

'きし、結來をもたらすであろう。

他方，利益原則についていうならば，それは支出而 

..にあてはめることもできるし， また収入而にあてはめ 

ることもできるンまたそう子べぎである。 いかなる商 

油についても， その総効用というものは測ることがで 

きないけれども， それと同じように，政府サーヴィス 

の総/fy益も，利益原則によっては測ることができない， 

，ということも2杯実である。 しかしそれを測ることは必 

翦でもないしまた进獎でもない。公共サーヴィスを提 

•供しそれを適当に維持してゆくという問題にお:いて 

，は ,卿 ゾ と か 司 法 と が い った进袈なサーヴィスが持続 

されるべぎか或いは全而的に廃止されるべきかといっ 

たことを决定することは，め ったに必悪にならない。 

殆んど常に問題になるのは，一方を拡張し他'方を削減 

すべきかどうかという問題である。 また常に問題にな 

•るのは， こうした結采をもたらすために，租税は全体 

，として垧やさねばならないかどうか， またもしそうな 

らぱどの祖税をどれくらい垧やさねばならないか,と 

いった問題である。 これらの問題は，財貨やサ一ヴィ 

スを勝人する時に消费者が硿而ずる問題とは本質的に 

兄なっている。 この拙の決定は当然,限界効州の理論 

.に従っている。

しかしながら，利益原則は，課税される租税が政府

いなければならない，というととを翦求するものでは 

なV、。，，まず第1 に，とれらのサ一ヴイスの多くが提供 

.するものは，分割できないか或いは特定の個人に与え 

られたとは思えない一般的な利益である。螯察による 

保護とか公衆衛生とかいったものがその皮い例である。 

•しかしこれ以上のものについては，利益原則からみて 

サーヴイスや公共支出が正当化される必要条件は，追 

加的なサーヴイスの価缸が，そのために必要となる租 

税額と比べて，少なくとも等レいと考えられることで 

ある。とれは結局，或る市设は他の市民よりもサーヴ 

イスからより多くの利益を受けとっており， しかもそ 

の利益は分担しなければならない租税よりもずつと多 

い，ということを意味している。

例 え ば 「無料の」公立学校を維持するために裕福な 

家族に累進税が課せられる場合を考えてみよう。そめ 

場合，裕福な家族の多くは子供を私立学校へ通わして 

いるので, 彼らは,公立学校がなかったならば子供に 

教育を受けさせてやることができなかったであろう労 

働者階級の家族ほどに《，公立学校制度から利益を受 

けないであろう。確かに，労働者階級の家族も，公立 

学校を維持するために課税されるであろう。 しかし， 

それは裕福な家族と比べると. 家族当りにしても所得 

当りにしても, より低い課税額である。とはいえそれ 

を純粋に利益原則に迤づいて説明するならば，裕福な 

家4族ないしその議会における代表者は，公立教育制度 

の利益が彼らの支払うべき租税と比べて少なくとも等 

しいと考える限o ，学校のためめ租税に致成するであ 

今う，ということである。そしてこれらの利益の中に 

は，公立学校教宵が広く行なわれている社会に，また 

見識のある世論が政府の活動を吟味し判断しているよ 

うな社会に，住んでいるという.ことから得られる安心 

感や慰めといった利益も含まれているc

ところで金 < 合理的に行なわれている社会において 

は，？1(の分配は殆んど--ゝ致した世論に支えられている

が，それと间じように，，祖税ゃ政府支出め增減問題も， 

现想的には满場一致の赞成に进づいて， 实 際 に は 「条

件付き多斡」すなわちほとんど満場一致の賛成に湛づ 

サーヴィスから受ける利益に等しいか或いは比例していて，決められるべきであるというのがヴィクセルの

の切りDHいた逍をたとっていった一特にイタリァの-~■著作家速は，限界効JHとか财伽値とかいった概念を， 

祖税を分徂する場合や狃税の典体的な商さを決矩する場合にあてはめてみることによって，こ の 点 （こうした. 

概念をW 丨H丨部I”〗のみならず公共部門にあてはめようとする点）でより商い|丨標を設宠したのである。彼らはい 

わば,そうすることによって，公な輝税に丨Mjする十べての間題を，倫理的なものから純粋に経済的なものに 

変化させてしまったか，さもなければ斑化させたいと思ったのであると。

■注（10〉 qualified majority ，

— 46 (1026)  ----- -
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ヴィクセルの财政琎論について〔n 〕

者えであった， しかし彼がr条件付き多数」といった

時にどのようなものを考えていたのかということにつ

いては, 彼は詳しくは述べていない。本質的,には彼は,
远雜された代表による投票において51% 以上ででぎ

るだけ100%に近いものをいっていたので,ある。実際

彼は， 条件付き多数という言-葉を代表の2 /3 , ,3 /4 或

いは90% といったようy c いろいろの意味で使ってい

るのでちる。 •

■以上が，'ヴィクセルの「租税の決定における任意性 
(11)

t  (相 対 的 致 の 原 則 J のエッセンスである。すなわ

ち公并支出の決定ならびに租税の決定は，同時に,讅

会におい'てなされなければならないとい .う、こ t であ

る。公共支出ならびに租税を決定す右場合には，議会

の構成員はサーヴィスから得られる限界利益とそのた

めに必要となる限界費用ないし租税とを比較’して考え

なければならない。そしてこれらの決定には当然，条

件付き多数の同窓がなければならない。彼は/ほとん

どすベての支出や租税は条件付き多数で決められるべ

き•であると主張したが，同時に，単純多数決ヤ、決めて

も皮い3 つのダイプの例外を認めていた。それらは次

の通りである。⑷ 2 つの耳いに排他的な選択的手段だ

けが実现可能であり，第 3 の選択的手段が実現不可能

なような問題の場合。（b)政 府 「債務」の資金を調達す

る_ 題の場合。（<0数種類の政府サ一ヴィスを維持する

ために，いろいろな租税ならびに冬の他の財源を暫定

的に配分する当初予算案におL、て，その配分を決定す 
( 12)

る場合。

ヴィクセルは， こういった種類の単純多数決による 

蓝志決定がそれほどひんぱんに起るとは思わなかった 

し ,ま た；たまに起ったとしてもそれは課税の問題に 

ついてのみ起るのであぅて,支出の問題にはあてはま 

らないと考えていた》第 1 の例外（a) は，社会が或る 

嵇の所得や富の形態が不公正であり従って没収的な形 

態の課税を採用しなければならないと考える場合にの 

み，課税に影響を与炙るであろう。ここで彼が心に描 

V、ていたものは，特に，，相続税ならびに主として人口

坳加及び都市への人口の集中に超因する土地価他の増 

.大に対する粗税で'あった3 しかしこの場合においても， 

彼は次のように沌意を促しまた主張した。すなわち，

もし土地所有者ならびに相続予定者がこれらの決足に 

参加できなぃん或ぃ,は参加すると_とを姐ま'れるなら‘ば， 

これらの問題に関する決宠も条亦付き多数で決宠され 

る方が社会にとってずっと好ましい，と。 '
し か し な が ら 笫 1 の 例 外 0»)は， 支 出 め 問 題 に 閲 係  

す 名 時 に は ，彼 の 体 系 に 翁 し い 論 理 的 矛 盾 を も た ら す 6 

例 え ば ， 国 民 铋 康 保 険 法 案 が 60% の多数で"丨決S れ 

た 時 の と,と を 考 え て 本 X  5 。 どの法案も当然， そのた 

めの费用め概算 -とそめ费〗Hをいかにして調述するかと  

い う こ と に 関 す る 勧 告 を つ け て ， 議会の予笕游謎にか  

けられる。 もし最終的に飱認された予箅に糾み込まれ  

名 た め の 条 件 付 き 多 数 が 構 成 員 の 90% で あ る •ならば， 

明 ら か ぬ 少 数 減 は この段階でとの法案めための財政措  

骹 に 反 対 す る こ と に よ づ て ， この法-索の可決を妫げる 

ことができる。

彼の体系を論理的矛盾から救う道は，ぞのような問 

題の堪合にはだいてい第3 の選択的手段が存在すると 

考ることである。 しかし，これはずべての支出丨;丨的 

にあてはまるというわけではない。いまのケ一久では, 

議会が龃康保険法案を制定しなぃならば，利川できる 

蚀康.サ一ヴィ.ス'が存在しなV、といVわけではない。W> 

3 の選択的手段は， もし公共他虛保險が捉供されな . 
いならば,社会は私的健康サ一ヴィフ、にのみ依存し絞 

けねばな6 玟いということを考えあわせて，それを供 

給する任意の団体をつくるかもしれない，ということ 

である。ヴィクセ/レはこれfcづけ加えて，次のように 

述べている。すなわち，もし提案された健Mi保険が， 

その財政をまかなうのに'j p ?な条件付き多数を得られ 

ないならば，それはこのサーヴィスが， (当然，政府に 

よって充足されるべき）集合的欲紐の対象に含まれる 

ものではなく，（当然,，私企藥ないし任意の闭体によって 

充见されるべき）私的欲绍の対象に含まれるものであ 

るということの証拠であも，と。

注（11) . ヴ.イクセルの〗H語 法 (袭作拐錄 (12)) 'では Daa Prinzip der (relativen) Einstimmigkcit und Freiwilligkoit 

der Steuerbewilligimg.であり，ダンカン♦ ブラックの訳銥（参考文献 U 28〕）で は Principle of voluntarincsa 

and (relative) unanimity in tax decisions である。.. •

( 1 2 ) 著作B録 （1 2 )においては，決矩において堺純多数決のル—ルを採坩して皮い圾合は，次のような場介に服 

矩されている。⑴ 2 つの互いに排他的な逃択的平段のうちの1 つが遮ばれ，しかも第3 の選祝’的-T1段が出现 

不对能な場合。⑵ 政 府 の 「後務」の資金をP縫する場合，特に,现存の公战の利乎文私いと愤遛め問逝の拗 

合* ( 3 ) 政がチ财溆をい^)いろな政价サーヴィスや支出H的咚配分する時，その配分を決矩ずる級合。

A7U027)

議■ 鋼搬徽織伽！ 独̂ ^ ^ 炫織猫織舰觸虜織̂ ® 纖镢親滅激^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ® ^ ^ ^ ^ 磁̂ ^ 纖您觀滅^ 獅 ^ 湖



ヴイクセルの財政理論について〔n 〕

しかしながら，国防は明らかに集合的欲轺の対象で 

，ある。国防活動の拡大を提案する法案が議会において， 

条件付き多数よりは少ない軍純多数で可決されたもの 

の*その財政措匿を検討する段階で少数派によって妨 

げられた場合には，第 3 の選択的手段はないのであ 

る。塑ましい国防の拡大が私企業によっても供給され 

‘) ると考えることは，通常，非現実的であろう。それ 

ゅ羌fこ，. _ 合的欲轺の充足のための支出丨;丨的が，頑固 

なJ 会における少数派によって枢否される場合もある 

のである。ヴイクセルは，こうした可能性に気づi 、x  

はいなかったので，少数派が妨害的窓味で拒否権を行 

使十るであろうと考えることは非現汝:的であると仮走 

して* .店分の体系を発展させていった。

条件付き多数による意志決定に対する第2 の例外(b) 

は， 「政府の债務j の間題， 特に， み公僙に支払 

われるべき契約上の利子率の間題ならびに退役軍人• 
ボ職員等々に対する年金支払いの問題 > り場合である。

彼は，利益一狃税ー費用といった規準をこうした問 

翅に.あてはめることはできないと考えた。なぜなら，

ここで間題になっているのは固定され石僚备で あ り•

従ってこれらの俊務の資金がどのように調逢され石ベ 

きかということは，単純多数決によって決められ‘ベ 

きことであるからである。 しかしながら，例えば,国 

防とか公共3拉業とかいった目的のために公僙を拡火す 

る. .ことに;よって，'これらの債務を増すとか成いは命し 

v、依務を引き受けるとかi いった決淀は当然，条件付 

き多数による決定に従わねばならない。その理由は, 
資本家階級には公偾の拡大によって，自分達に帰厲す 

る利益があるからである。なぜなら，公偾の利子支払 

し、のためifこ彼らが支払わねばならない租税と，政府债 

の所有者として，彼らが財務翁から受け取る利息とを 

比べてみると，受け取る利息の方がはるかに多いから 

てある。 -

ヴイクセルは，政 府 の 「债務j は，補類が少ないの 

で> それらを容易に窜法に一つ一つ記してゆくことが 

できる， と考えていた。またこれら偾務の資金の調 

述に：Oいては，政府企梁からの収益をまず第1 にこの 

丨丨的に使州すべきであると考えていた。'これの収益で 

不十分な場合には，能力原Wiに起づいた租税に賴らざ 

るをえないであろう。 しかしこれらの狃挺の税率は，

依務でもってなされた2 業から得られる利益のうち，

中均利益よりも多い利益部分に比例して,変えられね 

ばならない。例えば，或る町で榣をつくるために公依 

が増発されたとするならば，その橘から主に利益を抖

るその町の納税渚は,その公愦の利子支払いと偾還の 

ために，他の納税渚よりも多くの所得税や財産税を支 

払わねばならないだろう。 しかしながら得られた利益 

が他格上必ずしも地域的なものでない場合には，その 

資金を調達するために，納税渚一般に対して納税が迆 

求されるであろう。 .

政府サ一ヴィスを提供するために租税や他の財源を 

齊宠的に配分する場合，それを舉純多数決によって決 

めても皮いという第3 の例外(C)は，彼の課税における 

任意性の原則といったものを議会という局而に導入す 

る際に必要になる。この輕矩的な配分は,議会におい 

て予算を審議している問中，支出項丨丨丨及び租税項回に 

_ す る 命 ’ 妥'協 •.修正のための会議_胡として授に 

たつ。最終的に承認された予笕における，支出0 的に 

対する祖税及び他の财源の配分は，暫矩的な配分i は 

全く興なっ.たものであることが予想岑れる。そしてこ 

の最終的に澳認されるべき予算は当然，条件付き多数 

によって诼認されねばならないのである。

我々は，彼が， 111分の「課税に扣ける任意性の原則」 

が議会の中でどのように作用すると考えていたかとい 

うことを考える前に，彼 の 「公平なj 課税体系という 

ものがどのような理論的根拠に菽づいていたかという 

ことについて考えてみようa
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〔78〕 Haberler, G.: Prosperity m d Depression, 1958 
(「M気変動論」松本 . 力1.1藤 •■山本 . 粧原訳）

〔79〕 Iiansen, B.: A Study in  the Theory of Injla-
tiont 1 9 5 1 (「インフレ一シ3 ン」塩野稃• 宇柅訳) 

〔80〕 Hayek, F. A.: Geldtheofie unci Konjunktur-

iheorie, 1929 (「设気と貨幣」野P 弘毅訳)
〔81〕. Hicks, J. R .: A Coniribulion to the Theory of 

the Trade Cycle, 1950 (「m気循璨論j 酋将弘訳〉 ; 
〔82〕 Lundberg, E.： Business Cycles, and_ Economic 

Policy, 1953 (「货気変動と経済政策」杏!Ef俊彦訳） 

〔83〕 贵山簽夫「経済変動理論の研究I 」，昭 24 
〔84〕 靑山秀夫「剣橋学派及び北欧学派の経済変動理 

論j , 昭 28 ；

〔85〕 千® 義 人 「現代;t 気观論j , 昭 23

3—2 論文 .
〔86〕 Hughes, J. R. T.; Wicksell on the Factu: 

Prices and Interest Hates, 1844 to 1914, J, N.

ヴィクセルの財政理論について—f l l〕

Wolfe (ed.} ： Value, Capital om<1 Growth (Papers 
in honour of Sir John Ilkks), 1968 

〔87〕 N ell,E . J,： Wicksell’s Theory of Circulation, 
Journal o f Political Economy, August, 1967 

(88〕 Taussig, F. International Freights and
Prices (Reply), Quarterly Journal o f Economics, 
1918

〔89〕 飯W藤 次 「貨幣細格の運動」， 経済論叢，第 42 
卷第 2 号 （昭 11)

£90〕 柴田：敬. 「貨幣的贽気論史j，経济論叢，第 39 
巻第 1 号及び第2 号 （昭 9)
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4 北欧学派を扱った文献

4 ‘ 1 输

〔91〕 （ブリューミン「近代轾済学のW硷討j 宮崎 • 
平鲋訳） ' .

て92〕 鈴木諒ー「北欧学派」，昭 24

4—2 論文

〔93〕 Ohlin, B.： Some Notes on the Stockholm 
Theory of Saving and Investment, Economic 

Journal, March, 1937 (「貯落.投資に関するストツ 

クホルムの理論につ い て の觉書」後藤誉之助訳）， 

Haberhr <(ed.): Readings in Business Cycle

S Theory (「贯気変動の理論」後藤脊之助監訳） .
〔94〕 Palander, T.: On the Concepts and Methods

of the Stockholm School, TMernalional Economic 
Papers, No. 3 , 1953

5 D • スウィツヲ^ン グ （スウィッチング*バック） 

の堙論を扱った文献

〔98〕 Newman, P.： Production of Commodities by 
Means of Commodities, (Review)*

〔99〕 Samuelson, P. A, ： A New Theorem on Nonsul)- 
stitution* He卩eland (ed.): Moneys Grototh and
Methodology and Other Essays in Economics in 

Honor of Johan Akerman, 1961 
〔100〕 Samuelson,. P. A.: Parable and Realism in
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〔101〕 Samuel son and Others： Pafadoxes in Capital 
Theory： A Symposium, Quarterly Joy^rnal of 
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Cl02> Black, D.: The Incidence of Income Taxes, 1939 
003〕 Mering', O. von； The Shifting and Incidence 

of Taxation, 1942 (「积税転嫁論j 赀原修訳）

〔104〕 Musgrave, R. A. : The Theory of Public
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〔105〕. Musgrave and Shoup(ed.) : Readings in Mcono- 

"mics of Taxation, 1959 
〔106〕 M yrdal,G.: Das poiitische Element in  der
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' 学説と政治的逝素j 山田雄三訳）： The Political 
Element in the Development of Economic Theory, 

1953 (「経済学説と政治的要素j 山[丨丨• 佐藤訳）

〔107〕. Seligman, E. R. A. ： The Shifting and Incidence 

of Taxation, 1927 (「甜税転嫁論」卯乎文雄訳）

〔108〕 松 野 賢 ■狃税転嫁論.!，m 18 
〔109〕 能勢哲也「近代租税論j，.昭 36

6 - 2 論文5 - 1 箸作

〔95〕 Sraffa, P. ： Production of Comnwdities by Means 〔110〕 Pedone, A, j Taxes on Production and the
of CommodiUes, 1960 (「商晶による商品の化産」麥 

山 . 山下訳）

5 - 2 論文

〔96〕 Levhari, D.： A Nonsubstitution Theorem and 
Switching1 of Techniques, Quarterly Journal of 

Economics, Febfuary, 1965 
〔97〕 McManus, M,: Process Switching, in the Theory 

of Capital, Ekonomica, May, 1963

Average Period, Public Finance, V o l.2 1 ,No. 4, 
1966 ,

〔111〕 Webb (Hicks), U. K；： Taxation and Produc­
tion： The Wicksell Analysis, Review of Economic 

Studies, October, 1934 
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三丨11学会雑誌，第 6 2卷馆 2 母 （昭 44)
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7 ヴィクセルの公正課税論を扱った文献

7 - 1 荖作

〔113〕 Bowen, H. R. : Toward Social Economy, 1948 
UHJ Buchanan, T, M.： Public Fiimice in Deimcratic 

Process, 1967 
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D 'iO 儿藤半弥甜税原則学説の構造と生成j / 昭 10 

「財政学総論」，昭 37 
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7—2 論文

〔128〕 Black, D.: Wicksell’s Principle in the Distri­
bution of Taxation, J. 1C Eastman (ed.) ： Econo-

* ' " 
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School o f Economies 1931—19559 1955
〔129〕 Buchanan, J‘ Mバ Wicksell on Fiscal Heformt

C(mment‘9 Ameriean Economic ReVieto, Sepieyhberf,
1952

〔130〕 D'Albergo, E.： Finanza Pubblica e Benessere, 
Giornale degli Ecoimnisti, Jan.-Feb., 1963 

〔131〕 Escarraz, D. R.: Wicksell and Lindahl: Theo­
ries of Public Expenditure and Tax Justice* 
Recoiisidered, National Ta^ Journal^ Jmxe, 1963 

〔132〕 Lindahl ,E. l  Eihige strittige Fragen der 
Steuertheorie, Hans Mayer (ed) *: Die Wirtscha- 

ftstheorie der Gegenwart, 1928 ( vSoine Controversiat' 
Questions in the Theory •of Tam tionj〔IIS〕にifci録） 

〔133〕 Lindahl,E.: Tax Principles and Tax Policy,.
Internatimal Economic Papers, N o , 10,1960  

〔131〕 Uhr, C. G.: Wicksell on Fiscal Reform ： Fur­
ther Comment, 'Avieric(tn Economic Review, Juneト
1953

〔135〕 中 村 一 雄 「租税利益説の一 評細」， 围K 経済雑: 
誌，第 113卷飨 3 号 側 41)

〔1 3 0 商 木 辦 ー 「租税利益説に関する問題」,三 田 学  
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»

B2(1032) —— •

供 1 り 濟  nw t w  W 例 f t —哦 Wj<Tipiinwi », H 刑^jRTnw ijrani 職 ！i.m j I i1； i リ. 興i |

-学 畀 展 望

マー ケ テ ィ ン グ地理学 (10
— その系譜と肢组-----

高橋潤ニ郎

. 4 . 中 心 ’地 理 論

-— そ の 古 典 的 展 開 一 一 ‘
. 1 ' : 』■.. : ：( .

前節'において，柽験的珙実としての市場圏の存在に 

ついて述べてきたが，このような市場圏め存在は，空 

別的コンテクストにおける消®渚の行動に何らかの意 

:味での规則性があることを意味している。この規則性 

に翁f lし，いくつかの砘論化が行われだが，その中そ， 

特にffi视きるべきは， いわゆる中心地理論 (central 
place theory)であろ5 。同理論の宙典的展開は,いう 

までもなく， 1933年刊行されたGhristallei‘ の Die 
Zeniralen Orte in SiiddeutsChland と-1941年発表され 

.た Loso,h O Die raumliche Ordnung der Wirtscliaft 
，によってfj:われた„ 両者の理論に,関する詳細な比較検 

:討はいま.だ十分とは言い難いが， ここでは， 最近の 

Berry, H a g g e t tの解釈にしたがって両者の珊論を对 

:能なかぎり総合して古典的中心地理論の概括化を試み 

.ょぅ。 ’

4 , 1 堆 ー 商 品 め 市 場 圈  

. 中 心 地 理 論 の 站 礎 を な す の は ， 取 一 商 品 の 市 場 圏 で  

•あ る 。 い ま 亦 有 界 の 冏 锊 空 卯 に 同 一 の 徭 袈 丨 l i t 線 を も つ  

消 赀 者 が 均 等 に 分 .亦 し て い る も の と し , こ の 空 I H j の 一  

点 に 商 店 が 立 地 し , 商 品 Q を 販 売 す る と し よ う a Q の  

依 頭 伽 格 は P で あ る が , い ま * 麻 • 估 か ら 消 费 漭 ま で の  

輪 送 奴 を 消 費 杏 が 负 打 i す る と す れ ば ， 各 消 费 恶 は 夫 々  

の 商 仿 か ら の M i 離 が 火 と な る に し た が っ て 実 際 に は よ  

り 高 い 伽 格 で a を 購 入 す る こ と に な る 。 即 ち ， 消 赀 者  

伽 格 は 店 頭 伽 格 プ ラ ス 輪 送 跋 と い う こ と に な る 。 （い  

ま , 堺 純 化 の た め に ， 职 離 の 堝 大 に と も な う 伽 格 め 上 界  

を m  7  i の よ う に 规 矩 し ょ う 。 細 か ら m の 距 離 に い る  

:們 戏 :名 は , . p の 代 り . に p + m t を 支 払 I う も の . と す る 6 . 1 は ’

增位距離当り_ 送赀である）

この消赀者丨_•格の上界は当然消戏者の锘翦湿:に影矜 

を及ぽすだろうB 各消效着の個別需瘐丨丨丨I線を闻7 i iの 

ように仮矩しよう。 消找者は価格が?）な _ ば の を  

p +  m tならば q2 を夫々購入するだろう。跗離が]l iに 

墒大し， ？) + 4 に•なれば勝入散は0 となん前述のよ 

うに，この需耍丨丨丨丨線がすべての消赀者についてRJ— で 

あり，消赀若が均等分布しているならば，商店に対す 

る総需袈置は結局> 閃 8 のようないわゆる需迆雒であ 

らわされることになる。立地点を中心にして需奴は如 

辺にゆくにしたがって減少し, 跑離 r め地点で0 とな 

る。いいかえれば，雄一商品の市場_ ぼ半径？■のH と 

なる。 特定の店頭価格p に関する総需翦；i ：そのもの

は, ' 函 数 q — f ( p + m t ) を r ■まで猶分し，これを冏転.
(3)

し，.消费者密度. ' s を乘.ずれば_よい。，’

D = s J [ J / ( p  +  i n i ) m d i r t i ]  d 0
o o  .

、いうまでもなく，D は分に依存し，ことなった?3に
よってことなった D が得られる。そこで, いぐつか

の f に対応するD をプロットすることによって;,!丨•抓
価格の函数とししての企業に関する総需袈曲線をWる

ことができよう。いまこのような総猫翦丨丨丨I線が閣9 の

D のような形であたえられたとしよう。平均骹州，限

m m , 更に啦界収入丨丨丨丨線が夫 A々C, MC, M R であ

たえられるならば，企業にとって最大利潤を確保する

販売if);は ( I ,価格はp となろう。総利潤がABC?)の斜

線部分であたえられることはいうまでもない。觅に商

店の経営上の採算が総需喪till線と長期平均赀川丨ill線と

9 関係に依存してぐることも指摘すべきであろう》阿

者が交叉しない場合，商;S は輪送贤を所与とするかぎ

り，姐頭伽格をひきさげないかぎり立如は不可能であ

ろう。逆に両者が交叉ないし接するかぎり立地可能で

.ぁる。 ...

4 . 2 堆ー商品の市場_配置めパターン 

同一の需费I丨II線をもつ消赀者の均等分布を前提とし 

て职ー商品を販売する単一商店が立地する場合，その 

市場園が円形となる'ことは前述した通りであるが，r \ i  

ー商跖を阪売する多数の商沾が競合的に立地する場介, 
その結來桢成される市場圈の配® はどうなるであろう. 
か。商店•数が少数な場合には問題はない。乎而上には 

いくつかの円形の市場圏が相！/;にはなれて存在するだ 

けである。夫々の商店は煅高の顷価格で最大可能の 

f好要を莩受するだろう. しかし超過需要があるかぎ，
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